
２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

火災件数
火災予防広報及び警戒広報　出動件数

・適切な消火及び調査の実施
・予防広報及び警戒広報実施
・火災件数の公表

笠間市消防団
笠間警察署

消防本部　警防課
消防法、笠間市消防火災原因調査規程

細目名 関連計画
根拠法令給料・職員手当等

26年度（目標）

0

13,275

対
象
指
標
成
果
指
標

27

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画
市単独

小松　三男
消防本部　友部消防署

―

所属部課名

補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

課長名

―

1

２　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります

評価区分

評価外事業

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

事務事業番号

２　消防
１　消防体制の充実

昭和50年 継続事業 共催者・関係団体

事
業
期
間

開始年度

予
算
科
目

会計
一般 消防費

補助金の有無
直営 ―

実施手法 負担金の有無

笠間市住民対象

【DO】事務事業の実施

件

件

件
手
段

４　【事業費の内容（決算額）】

―

５　事務事業の目的と手段
人

１　【事務事業の全体概要及び背景】

目
的

27年度（計画）

単位

３　【年度目標】

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

広報を必要に応じて実施

全国火災予防運
動週間や管内事
業所等への様々
な訓練指導を通
し火災予防のPR
を呼びかけ火災
件数の減尐を図

適切な消火を行うことにより他への延焼
拡大を防ぎ火災を最小限に留める。ま
た、火災原因究明することにより今後の
火災減尐を図る。火災発生時期等に広
報車による火災予防広報を実施。住民の
要望により罹災証明書を発行。火災件数
を公表し火災予防思想の普及啓発を図
り高齢者等を中心とする死傷者を減尐さ
せるとともに財産の損失を防ぐ。

一般市民

PR等を活用し前年度より火災件数の減尐に努める

H28事業計画
上記と同様

25年度（実績） 26年度（計画）24年度（実績）

千円

千円

3.383

千円

29,456 25,373

13,770

0

138

単位

件

件

13,413

22年度（実績）

11

千円

13,413

22年度（実績）

23年度（実績）

29

26

13,770

28年度（計画）

29 50

29,100

345

0

0 0

35,77835,678

27

25年度（実績）

46 50

1.79 13,425 1.77 13,275 3.88

0

25,373 1.770 13,2751.770

0 0

13,275

13,275

13,275

24年度（実績）

19 17

35,945

46 30

35,944

13,275

30

27年度（目標）

30

30

30

28年度（目標）

30

職員割合 千円

千円

1.770

活
動
指
標

火災予防広報及び警戒広報　出動件数

時間外

嘱託臨時

13,275

13,275

13,275

356

29,456 25,373

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

総
合
計
画 小施策

トータルコスト（ア）＋（イ）

目款 項
消防費

地方債

その他

常備消防費

23年度（実績）

事業費及び指標の推移

0

千円

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

千円

千円

千円

広報を必要に応じて実施

一般財源

事業費計（ア）

千円

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

笠間市住民対象

件

他課の協力分

人件費計（イ）

指標区分

火災件数

人
件
費

人

・火災発生時、適切な消火及び笠間警察署と合同の火災原
因調査を実施する。
・消防車両等を用いて友部地区全体の火災予防を呼びか
ける。
・罹災証明願により速やかに罹災証明書を発行する。
・ホームページ等を利用し火災件数を公表する。

H26事業計画 H27事業計画

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点火災事務事業

新規・継続

【PLAN】事務事業の計画

継続

上記と同様 上記と同様



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【CHECK】事務事業の一次評価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性
評価理由

資源配分

その他

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案

効
率
性
評
価

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

人

回市民の消防への理解を深める成
果
指
標

活
動
指
標

国庫支出金

県支出金財
源
内
訳

地方債

その他

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

嘱託臨時

24年度（実績）23年度（実績）

開始年度

笠間市消防署に関する規程、笠間市職員の人事評価に関する規程

26年度（計画）単位

千円

千円

22年度（実績） 25年度（実績）

他課の協力分

単位

回

回庁舎・備品等の維持管理等

事務事業名

政
策
体
系

政策

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

事業費

事業費及び指標の推移

140

12

96

35

14,40014,400

96

27年度（目標）

14,400

12

35

26年度（目標）

35

14,400

所管省庁維持管理事業

14,4001.920

00

消防本部　総務課

14,400

12 12

34

14,400

装備資器材の愛護的活用等

14012 12

156

12

50,850

65,925

50,850

50,850

8.79 65,925 1.92

3535

1212

51,825 6.780

0

14,400

0

6.91

00 0

51,825

千円

千円

156

24年度（実績）

12

9696

51,825

14,400

1.920

４　【事業費の内容（決算額）】

14,400 1.920 14,400

款 項
常備消防費 給与・職員手当 根拠法令

目 細目名

補助率

昭和55年度 継続事業

終了年度
新規・継続

共催者・関係団体

事
業
期
間

課長名

―
市単独

小松　三男
消防本部　友部消防署

―

後期基本計
画重点視点

負担金の有無

継続

所属部課名

実施手法
直営

補助金の有無

補
助
単
独
区
分

27年度（計画） 28年度（計画）

34

140

25年度（実績）

96

140

対
象
指
標

職員数

人
件
費 千円

14,40065,925

22年度（実績）指標区分

千円

時間外

職員割合

千円

23年度（実績）

回
回

回

⑥
活動
指標

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

５　事務事業の目的と手段
人

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

職員

職員の能力向上及び市民の安全確保
②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

市民の消防への理解を深める

装備資器材の愛護的活用等

職員数

評価外事業

・庁舎、備品等をなるべく長期間使用可能な状態に維持す
べく、適宜点検等を実施し管理運用する。

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

消防定例事務事業

実施計画・事務事業評価共通調書

庁舎・備品等の維持管理等

―
３　【年度目標】

―

関連計画

総
合
計
画

小政策

事務事業番号

小施策
施策

【PLAN】事務事業の計画

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

２　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります

評価区分
2

会計
一般 消防費 消防費

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

１　【事務事業の全体概要及び背景】

２　消防
１　消防体制の充実

予
算
科
目

財政逼迫の折、庁舎、備品等をなるべく
長期間使用可能な状態に維持すべく、
適宜点検等を実施している。資機材の管
理運用については、市民の生命・身体・
財産を保護する為、常日頃から訓練等を
通し各種資機材に精通するとともに、機
能の保持に努めている。受付・監視等に
ついては、電話又は来客の際等に不愉
快な思いをさせないよう身なりを正し、電
話対応の際は自分の氏名を名乗る等接
遇を重視し、不審者等が侵入することの
ないよう監視に当たっている。人事評価
については、各職員の能力及び勤務実
績を踏まえ適正な判断により評価する。

・消防庁舎及び備品の維持管理の実施
・消防用資機材等の管理運用
・人事評価に関すること
・各種受付、監視等の徹底

28年度（目標）

【DO】事務事業の実施

毎週月曜救助資器材
点検
毎週火曜救急車定期
消毒
毎週水曜梯子車点検
及び走行訓練
毎週火曜救助工作車
走行訓練等

上記と同様 上記と同様 上記と同様



一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

【CHECK】事務事業の一次評価

④取組状況
②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【PLAN】事務事業の計画

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

回

根拠法令
予
算
科
目

管内設置の消火
栓貯水槽の定期
的な点検及び台
帳整理

３　【年度目標】

市民生活の安心安全確保のため、
消防水利点検維持管理を毎年1回以
上実施し消防水利の維持に努め、火
災地震等の災害が発生した場合速
やかな消火活動により被害の軽減を
図る。

項 細目名 関連計画
消防費 消防費

款

防火水槽

総
合
計
画 笠間市消防団

消防本部　警防課
消防法

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

目

共催者・関係団体

消火栓の点検個数

消火栓

防火水槽の点検個数

５　事務事業の目的と手段
基

防火水槽・消火栓

26,475

回

地理水利調査
消防水利等点検維持管理

単位

基

基

基

514 514 514

28年度（目標）

26,475

0

―

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

成
果
指
標

518

496 514 514

事務事業番号

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画
維持管理事業

終了年度
補助率

市単独

後期基本計
画重点視点

小松　三男
消防本部　友部消防署

補
助
単
独
区
分

所管省庁

所属部課名

昭和50年度 継続事業

課長名

―

継続

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法
―

負担金の有無

１　【事務事業の全体概要及び背景】

目
的 ⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

火災を最小限に食い止めるため維持管理する

26年度（計画） 27年度（計画）

9

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

22年度（実績） 25年度（実績）

事業費及び指標の推移

回
防火水槽の点検回数
消火栓の点検回数

回
手
段

⑥
活動
指標

26,4753.530

0

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（実績）

24,960

26,250 3.328 24,960

0

26,475 3.50

26,328

24年度（実績）

49

対
象
指
標

535

496

72

108

6

22年度（実績） 23年度（実績） 26年度（目標）

26,475

518

535 535

78

26,583

26,583

535

26,475 3.530 26,4753.530

0

7

25年度（実績）

68

45

535

514414514

48

535

535

26,475

535

48

27年度（目標）

514

72

535

26,475

24,960

514

72

48

514

72

514

千円

千円

0.71 3.53

628

5,325

千円

26,475

基

基

535

535

8 48

72

基

12

535

回

回

5,953

嘱託臨時

他課の協力分

千円

千円

5,953

活
動
指
標

地理水利調査

消火栓の点検回数

人件費計（イ）

人
件
費

時間外

トータルコスト（ア）＋（イ）

指標区分

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

２　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります

２　消防
１　消防体制の充実

給料・職員手当等

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

0

会計
一般 常備消防費

④
対象
指標

千円

千円

職員割合

26,328

00

千円

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

防火水槽

消火栓

防火水槽の点検個数

単位

防火水槽の点検回数

基

消火栓の点検個数

事務事業名

政
策
体
系

政策

3

小政策

評価区分

評価外事業
消防水利施設等点検管理事業

施策
小施策

・友部地区の消防水利を各分団ごとに整理し点検を実施す
る。

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画
上記と同様 上記と同様



②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①改革・改善案

その他

資源配分

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

③前年度の改革・改善案

名称

④取組状況

必
要
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

救急月報作成(出動後含む）

0

回

回

人

人

00 0 0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策
２　消防

救急件数(増減)

単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

千円

２　救急救助体制の充実

4【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政策 ４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

２　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります
総
合
計
画

その他

千円

千円

事業費

事
業
費

地方債

千円

県支出金

【DO】事務事業の実施

一般市民

救急活動業務の充実

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

財
源
内
訳

国庫支出金

22年度（実績）

124

職員割合

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

人
件
費 他課の協力分

単位

124

千円嘱託臨時

千円

千円

時間外 千円

資器材点検

指標区分

回

件救急件数

1,484

40

27年度（目標）

40

1,170

1,484

41,247

1,166

28年度（目標）

26,896

34,285

34,285

26,896 41,247

41,247

1,166

1,1701,170

40

1,170

1,484

1,243

35

1,484

1,182

1,166

41,247

41,247

35,945

41,247

40

41,247

1,484

35,945

39増

35,778 35,942

4.57 34,275 41,123

1,204

27,550

25年度（実績）

124

41,1235.483 41,123 5.483 41,123

0 0

5.483

35,678

49増

1,484

1,155

27,550

27,300

571 10

3.64

27年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 26年度（計画）24年度（実績）

3.51 26,325

250

1,191

22年度（実績） 23年度（実績）

1,240

3033

1,484

活
動
指
標

25年度（実績）

救急訓練

24年度（実績）

5.483

124

41,247

回

人

件
救急訓練

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ― ―
３　【年度目標】

所属部課名

病気や事故等により生命身体に現実
に危険が及んでいる傷病者を，救命
の専門知識を持った隊員が，資器材
を活用し医療機関へ搬送し救命率の
向上を図る。

予
算
科
目

会計
一般 消防費

市単独

消防本部　友部消防署

―

課長名 小松　三男

所管省庁義務的事業

終了年度
継続

昭和50年度 継続事業

―

共催者・関係団体

1,166

26年度（目標）

対
象
指
標

35,945 35,945一般住民

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

成
果
指
標

34増

一般住民

救急件数(増減)

回
資器材点検

補助率

救急月報作成(出動後含む）

・救急搬送サービスの充実
・救急資機材等の運用管理
・救急件数の公表

負担金の有無

水戸地区応急手当普及協
会、笠間市女性消防団

消防本部　警防課
消防法

実施手法

補
助
単
独
区
分

給料・職員手当等消防費
項 目

救急件数

根拠法令
関連計画細目名款

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質評価区分

評価外事業
重要事務事業

総合計画実施計画

救急事務事業

手
段 回

１　【事務事業の全体概要及び背景】

・救急車の適正利
用を，ポスター等
で広く市民へ呼
びかける。

政
策
体
系

常備消防費

・救急隊員の救急処置の質の向上を目指す。
・救急資器材等の消毒点検を実施し，救急搬送の充実を図
る。
・毎月救急月報を作成し，担当課へ報告。

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画
上記と同様 上記と同様 上記と同様



フォローアップ　前年度の課題や問題点

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

その他

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

【CHECK】事務事業の一次評価

【ACTION】事務事業の改革・改善

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

　

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

効
率
性
評
価

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

関連計画款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景】

計画的な救命講
習会の開催500人

３　【年度目標】

給料・職員手当等消防費

普通救命講習会
応急手当講習会

・普通救命講習会
・応急手当講習会
・AED講習会等の実施

総
合
計
画

笠間市女性消防団
民間ボランティアKHS

消防本部　警防課
笠間市消防応急手当の普及啓発活動の推進に関する要綱根拠法令

細目名

28年度（目標）

市民
一般市民

救命率の向上を図る
普通救命講習会修了者 人

回

人

【DO】事務事業の実施

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

480

目
的

単位

応急手当講習会

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

重要事務事業
総合計画実施計画

対
象
指
標

35,945 35,945

成
果
指
標

774

596

評価区分

評価外事業

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質

市単独

小松　三男
消防本部　友部消防署

―

所属部課名

平成24年度 継続事業

課長名

―

継続

共催者・関係団体

バイスタンダーCPRの実施状況を向
上させ市民の救命率の向上を図る。

予
算
科
目

会計
一般 消防費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

26年度（計画） 27年度（計画）

回

22,731

22,731 22,731

22,73122,731

22,731

活
動
指
標

25年度（実績）

応急手当講習会

24年度（実績）22年度（実績） 23年度（実績）

19

26年度（目標）

18

156

3.010

28年度（計画）

36

22,575

0

22,5753.0107,875

245 327

3.04 22,800

686

35,77835,678

704

1,902

540

22,575 3.010 22,575

0 0

3.010

27

14

18

22,731

22,731

13

25年度（実績）

257

774

257257

35,94535,942

13

257

35,945

27年度（目標）

13

18

13

18

千円

23,045

156 156 156

２　救急救助体制の充実

5

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策
２　消防

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

地方債

その他

時間外

財
源
内
訳

1,575千円

普通救命講習会

千円

23,045

回

回

8,027

8,027

応急手当普及指導事業

県支出金

事業費及び指標の推移

千円

常備消防費

事
業
費 千円

1,902

0 0

1.05

0

0.21

152

23年度（実績） 24年度（実績）22年度（実績）

―
負担金の有無

0

実施手法

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

国庫支出金

人

人

市民

普通救命講習会修了者

応急手当講習会

人 269

774774

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

２　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります

・各種団体及び事業所等の要請により、普通救命講習会、
応急手当講習会、AED講習会等を実施する。
・広報誌等を利用し市民に参加を呼びかけ毎月第2日曜日
(各署輪番)に普通救命講習会を実施する。

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画
上記と同様 上記と同様 上記と同様



【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

資源配分

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

成
果
指
標

千円

千円

千円

地方債

１０４回

人

各種救助訓練回数

資器材点検回数

市民

人件費計（イ）

消防費 給料・職員手当等

0 0 0

千円

一般財源

小政策
施策

小施策

1.85

22年度（実績）

13,875

14

166回

千円

千円

千円

事業費計（ア）

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

国庫支出金

県支出金

その他

時間外

千円

事業費 単位

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策 ４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

２　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります

救助事務事業

２　消防
１　消防体制の充実

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

0

26年度（目標）25年度（実績）

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

26年度（計画）

24年度（実績）

26,513

26

8,250

8,250

８減

31

111

104

147147

111

各種救助訓練回数

9,150

27年度（計画）

9,150 1.220 9,150

0

9,150

9,150

9,150

9,15013,875

104

9,150 26,513

166

31

96

1減

111 111

35,944

104

147

1.2203.535 1.2201.10

35,77835,678

12増 6増

119

1増

1.2213,875

23年度（実績）22年度（実績） 24年度（実績）

活
動
指
標

104104

147

96

ＰA連携（交通事故）出動件数

32

１１１件

３１件救助出動件数

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ― ―

負担金の有無実施手法

28年度（計画）

　広域災害及び大規模災害、各種事
故により生命身体に現実に危険が及
んでいる要救助者（助けを求めてい
る人）を人力又は機械力を有効活用
し，その危険を排除し，安全・適確・
迅速に救出し救命する。

予
算
科
目

会計
一般 消防費

目

評価区分

評価外事業

消防本部　友部消防署

―

課長名

共催者・関係団体

市単独

笠間警察署継続事業

細目名 関連計画

小松　三男

補助率

補
助
単
独
区
分

所管省庁
―

終了年度

対
象
指
標

35,954

昭和55年度

目
的

単位

ＰA連携（交通事故）出動件数（増減）

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

一般市民

救助活動業務の充実

31件

111件ＰA連携（交通事故）出動件数（増減）

救助出動件数(増減)

9,150

人

31件
111件

１１１件

市民

事業費及び指標の推移

0

26,513

１　【事務事業の全体概要及び背景】

・危険箇所の把握
・各想定訓練の実
施
・年次計画の策定

救助出動件数(増減)

25年度（実績）

23年度（実績）

9,150

8,250 9,150

総
合
計
画

消防本部　警防課
消防法、笠間市消防救助業務規程常備消防費

継続

根拠法令
款 項

手
段 166回

⑥
活動
指標

３　【年度目標】

３１件

31

9,150

0

31

27年度（目標）

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

救助出動件数
ＰA連携（交通事故）出動件数・各種救出救助事故事例の対応訓練

・各種資機材の運用管理

資器材点検回数 １０４回

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

所属部課名

政策的事業
6

　各種訓練を実施し，複雑多様化する災害時の対応並びに
円滑的確な救出行動の構築を目す。

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画
上記と同様 上記と同様 上記と同様



事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

必
要
性
評
価

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

その他

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④取組状況

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

名称

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

【CHECK】事務事業の一次評価

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

関連計画款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景】

防火対象物立入
検査　200　件

３　【年度目標】

給料・職員手当等消防費

立入検査実施数
自衛消防訓練

・各種事業所に対する査察の実施
・各種事業所に対し自衛消防訓練指導の実施
・一人暮らし老人宅防火診断の実施
・住宅火災警報器の普及啓発
・建築確認等受付審査

総
合
計
画 市内各種事業所

消防本部　予防課
消防法、市火災予防条例、市火災予防違反処理規程、市火災予防査察規程根拠法令

細目名

28年度（目標）

防火対象物事業所
一般市民
市内事業所

火災から住民の安全を確保し住民一人一人の防災
意識を高める

幼・小・中学校

立入検査実施率

回

%

回

【DO】事務事業の実施

手
段 一人暮らし防火診断

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
件

重要事務事業
総合計画実施計画

対
象
指
標

190 190

成
果
指
標

68

評価区分

評価外事業

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質

市単独

小松　三男
消防本部　友部消防署

―

所属部課名

昭和55年度 継続事業

課長名

―

継続

共催者・関係団体

   管内各事業所に対し，笠間市火災
予防査察規程に基づき防火対象物
の立入検査を計画的に実施し法令
違反是正に努める。
　 一人暮らしの老人宅の防火診断を
実施し，住宅用火災警報器の普及啓
発に努める。

予
算
科
目

会計
一般 消防費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

26年度（計画） 27年度（計画）

回

件

13,200

13,200 13,200

13,20013,200

13,200

活
動
指
標

25年度（実績）

自衛消防訓練

24年度（実績）22年度（実績） 23年度（実績）

107

199

26年度（目標）

210

1.838

28年度（計画）

210

13,785

0

13,2001.76014,550

5

2.75 20,625

190150

100

169

13,205

13,200 1.760 13,200

0 0

1.760

131

163

129

20

67

20

210

20 20

13,785

70

13,785

110

25年度（実績）

100 100100

20

190179

110

100

70

190

61

27年度（目標）

110

210

7070

110

210

千円

20,625

20

１　消防体制の充実

7

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策
２　消防

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

地方債

その他

時間外

財
源
内
訳

一人暮らし防火診断 回

13,200千円

立入検査実施数

千円

20,625

回

回

14,550

14,550

予防査察事務事業

県支出金

事業費及び指標の推移

千円

常備消防費

事
業
費 千円

13,205

0 0

1.94

0

1.76

23年度（実績） 24年度（実績）22年度（実績）

―
負担金の有無

0

実施手法

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

国庫支出金

件

件

防火対象物事業所

幼・小・中学校

立入検査実施率 % 100

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

２　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります

予防査察規定に基づき，年間を通して査察計画を立て，査
察を実施し，不備事項等について是正させる。

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画
前年度同様査察を実施するととも
に，違反対象物に対しては，再査察
を実施し是正を指導する。



【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

資源配分

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

回

千円

千円

事
業
費

回

1個分団

回

0

千円

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

30

69,395 85,071

22年度（実績） 23年度（実績）

38

11回防火講話等（起震車・煙体験）

ポンプ操法指導

千円

千円

千円

職員割合

千円嘱託臨時

千円

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

人
件
費 他課の協力分

政
策
体
系

政策

２　消防
１　消防体制の充実

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

２　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります小政策
施策

小施策

24,248

69,395

時間外

千円

千円

回

単位

50

消防費

78,525

24年度（実績）

事業費及び指標の推移

指標区分

防火講話等（起震車・煙体験） 50

40

40

40

40

40

40

50

85,071 24,248

21

33

78,525 10.470 78,525

00

50

ポンプ操法指導(大会出場分団） 333035

84,750

170

29

27年度（計画）26年度（計画）

第20分団 第21分団 第２６分団

78,536

78,536

78,525

0

22年度（実績） 23年度（実績）

9.23 69,225

0

10.47

24年度（実績）

11.30

11

24,248

321

3.233

25年度（実績）

10.47078,52510.470

0 0

50

27年度（目標）

21

78,525

78,525

50

26年度（目標）

78,52578,525

78,525

28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ― ―

負担金の有無

消防本部　友部消防署

款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景】

起震車を使用し地震の体験をしても
らい防災意識の高揚を図る。
各消防団に消防署との連携が常に
一体となる様に火災を想定した中継
訓練を実施し、団員の団結の強固、
品位の向上を図るため規律訓練を実
施。また、代表分団に県央地区ポン
プ操法大会出場のため約5ヶ月間に
わたりポンプ車操法の指導を実施す
る。

予
算
科
目

会計

昭和50年度 継続事業

課長名

―

共催者・関係団体

小松　三男
所属部課名

実施手法
根拠法令
関連計画

後期基本計
画重点視点

継続
―

政策的事業

単位

防火講話等（起震車・煙体験）

④
対象
指標

終了年度

給料・職員手当等

補
助
単
独
区
分

所管省庁

市単独

新規・継続

活
動
指
標

25年度（実績）

補助率

目
的

一般 消防費

【DO】事務事業の実施

50

対
象
指
標

友部地区市民

友部地区消防団（大会出場分団）

29

35

第23分団

1個分団

回

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

市内事業所
消防団
一般市民

友部地区市民
友部地区消防団（大会出場分団）

ポンプ操法指導
防火意識の向上により火災を減尐させる

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

ポンプ操法指導(大会出場分団）
防火講話等（起震車・煙体験）

成
果
指
標

50

38

11

回

回

消防団、市内の自衛
消防隊

回

回

総
合
計
画

災害現場での円
滑な連携強化

常備消防費

３　【年度目標】

消防本部　警防課
消防法、笠間市消防警防規程

細目名

事
業
期
間

開始年度

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

手
段

・非常勤消防団員等に対する各種訓練指導の実施
・消防ポンプ操法訓練指導の実施

⑤
成果
指標

５　事務事業の目的と手段

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

8事務事業番号

警防事務事業

評価区分

評価外事業

　各小中学校及び事業所等に対し起震車を使用し地震を
体験させる。消防団に対しポンプの取り扱い規律訓練の指
導を行う。

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画
上記と同様 上記と同様 上記と同様



事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

【CHECK】事務事業の一次評価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

その他【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

必要性

有効性

効率性

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

関連計画款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景】

円滑な諸行事の
遂行

３　【年度目標】

常備消防費標準的事業消防費

防火パレード
認定式

・ちびっ子消防隊の認定
・消防隊のPR
・防火パレード

総
合
計
画

笠間市防火管理協会、笠間
市危険物安全協会、笠間警
察署、笠間市教育委員会

消防本部　予防課
笠間市消防署に関する規程根拠法令

細目名

28年度（目標）

幼年消防隊

婦人防火クラブ認定数

一般市民
笠間市幼年消防隊

防火意識の高揚を図り育成する

婦人防火クラブ

幼年消防隊防火パレード参加数 人

回

人

【DO】事務事業の実施

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

684

目
的

単位

ちびっ子消防士認定数

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
団体

重要事務事業
総合計画実施計画

対
象
指
標

4 4

成
果
指
標

700

259

評価区分

評価外事業

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質

市単独

小松　三男
消防本部　友部消防署

―

所属部課名

昭和61年度 継続事業

課長名

―

継続

共催者・関係団体

幼尐年防火クラブ，婦人防火クラブ
を通して火災の恐ろしさや命の尊さ
を認識させ，火災予防の普及啓発を
訴える。

予
算
科
目

会計
一般 消防費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

26年度（計画） 27年度（計画）

回

団体

2,550

2,550 2,550

2,5502,550

2,550

活
動
指
標

25年度（実績）

認定式

24年度（実績）22年度（実績） 23年度（実績）

4

1

26年度（目標）

1

0.330

28年度（計画）

1

2,475

0

2,5500.3402,550

12 112

0.15 1,125

700

44

219

2,662

703

2,550 0.340 2,550

0 0

0.340

4

1

4

1

2,475

2,475

4

25年度（実績）

200

700

200200

44

4

200

4

27年度（目標）

4

1

4

1

千円

1,137

１　消防体制の充実

9

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策
２　消防

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

地方債

その他

時間外

財
源
内
訳

2,550千円

防火パレード

千円

1,137

回

回

2,574

2,574

防火クラブ育成指導事業

県支出金

事業費及び指標の推移

千円

常備消防費

事
業
費 千円

2,662

0 0

0.34

0

0.34

24

23年度（実績） 24年度（実績）22年度（実績）

―
負担金の有無

0

実施手法

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

国庫支出金

団体

団体

人

幼年消防隊

婦人防火クラブ

幼年消防隊防火パレード参加数

ちびっ子消防士認定数

人 200

700700

婦人防火クラブ認定数

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

２　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります

幼尐年防火クラブ・婦人防火クラブによる火災予防パレード
及び啓発活動の実施。

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画
上記と同様 上記と同様 上記と同様



【CHECK】事務事業の一次評価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

資源配分

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価


